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藤田彰久
いわゆる「リサイクル」問題には，廃棄の奨励につながりかねない側面....... 
がある。ここでは，製品を大事に長く使う．という観点に立つ「メンテナ
ンス」問題と対比させて考えてみる。製品やサービスの生産に用いる設備
機器の使用理念にもつながる。
このところ， リサイクル（再利用）問題は注目を集めているが．メンテ
ナンス（保全・再使用）との関係づけは，両者の間にいわゆる「あちら立
てればこちら立たず」のトレードオフ関係が存在するにもかかわらず，等
閑に付されたままである。
また，メーカーがリサイクル推進に注力すればするほど， リサイクル専
業者（部門）との間の諸関係も， トレードオフ的に変化する可能性がある。
それらについて事例を交えながら考察する。まず事例を述べる。
1.松下電器産業悌の家電製品リサイクル実証実験
松下電器産業（梱は1998年3月18日，廃棄物処理専業のサニーメタル鞠（本
社東京）と共同で大阪市此花区にあるサニーメタル大阪事業所内に設置さ
れた解体専用ラインで家電製品のリサイクル実証実験を開始した。当面は
テレピ（年間10万台処理）と冷蔵庫が主である。
このことは解体専用ラインの稼働開始前から新聞紙上やテレビで広く報
道され注目を集めた。筆者は稼働開始直後に同事業所を訪問し視察とヒャ
リングを行った1)0
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まず共同して実証実験を行うサニーメタルについて簡単に触れる。同社
は1986年に自動車解体を主とするスクラップ業として創業し，その後1992
年，資源ゴミのリサイクルを目的とする大阪事業所を住友商事棘と合弁で
設立した。大阪事業所は大物の解体再生以外に鉄・アルミ等の空缶や白・
茶・グリーン系のガラス瓶の再資源化事業を手がけ， 97年からはペットポ
トルの繊維材料への再利用化にも取り組んでいる。それらの経験をふまえ
て松下と共同で家電リサイクル実証専用ラインを設置し実験に着手した。
499総トンまでの船舶用専用岸壁を持っている点で陸上輸送のみの事業所
に比ぺて有利である。
両社による実証実験の主目的は， 2001年4月に施行が予定されている，
いわゆる「家電リサイクル法案」（仮称，国会審議中）の施行までに再資源
化技術の開発と諸問題の解決を行い， リサイクル事業として成立するため
の諸条件を詰めることにある。
課題について若干考察する。
(1) 仕事量の確保，および投入物と産出物の流通に関連して
事業として成立するためには一定の仕事量が必要であり，その確保が課
題となる。家電使用済み品の収集は，自治体ルートと家電小売店等のルー
トの二つに大別される。
前者の，自治体が集める大型ゴミのルートによる家電使用済み品の収集
1)第1節および第 2節の内容は訪問時の視察とヒャリング以外に．両事業所の関連
資料および松下本社の CS本部，生産技術本部などの資料とヒヤリングによって
いる。またその背景には．協力企業を含めた，松下とその関連企業の事業所を数
多く訪問した経緯がある。筆者が調査研究，診断指導・審査などで訪問した事業
所の数は数千にのぽるが，松下関係では．たとえば海外事業所の場合は．欧州4
カ国8事業所．北米3カ国10事業所などとカウントできるが，国内事業所は昭和25
年の灯器工場の診断以来，たとえば系列診断で親事業所や大規模な一貫協力企
業．加工協力企業授産湯家庭内職の一連調査を行ったり．また設備近代化診
断や品質管理審査等を行ったいわゆる下請け企業等も数多くある。それらを含め
ての知見が背景にある。
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システムとリサイクル事業との結びつきはすでにある。それに対し後者の，
小売店等で下取りされる品物の多くはなお（正確な実態把握は困難である
が）いわゆる産業廃棄物として埋め立て等の形で処理されている模様であ
る。環境問題としても， リサイクル・ビジネスをバックアップする意味か
らも下取り品をリサイクル・ルートに乗せることは必須の要件として実現
されねばならない。リサイクル・ルートに乗せリサイクル率を高めるため
の所作と誘因が必要である。
法律や制度面の詰めとともに，生産文化2)の高まりが環境改善，リサイク
ル・ビジネスの有力な誘因となる。リサイクル・ビジネスの展望が開けれ
ば，下取り品のリサイクル・ルートヘの動機は高まり，それはまたリサイ
クル・ビジネスヘの新たな参入と活性化を呼ぴ，消費者の負担を軽減し，
あわせて後述する経営資源全体の有用なリサイクル化を促進し，「持続可能
な発展」につながることになる。
さて，下取り品をルートに乗せるという意味で注目されるのは，物流・
宅配業界の動向である。日通は使用済み家電製品の物流に関して「リサイ
クル・ターミナル」を各都道府県に設置し，家庭や小売店と再生事業所を
結ぶ計画を家電大手各社に提示している。
次節の事例に関係する修理品の物流を含め，他の宅配業者にも同様の動
きがある。状況によっては急速な連鎖反応的展開が起こる可能性がある。
リサイクル法が誘因に富むものとなることが期待される。 97年の地球温暖
化防止会議が日本で開かれたことによる地球環境問題への生産文化的関心
の高まりには真剣な力強さがあり，身近にも，たとえば地域自治会レベル
でのゴミの分別回収の話し合いが以前に比べて格段に進めやすくなってい
2)生産文化は生産の循環性を基底とする概念である。生産活動は．その製品やプロ
セス等をとおして文化を「出力」する一方，外からの期待や要求を「入力」とし
て受け継続する循環性を持つ，という理解である。出力された製品もまた循環し
て再利用され循環連鎖を構成する。拙稿「生産文化一一文化としての，文化づく
りとしての生産」「関西大学商学論集』第43巻第 1号， 1998年，を参照されたい。
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るなどの状況がある。リサイクル・ビジネスの順調な発展が期待されると
ころである。
松下＝サニーメタルと類似のケースとして，三菱電機が神奈川県で産業
廃棄物処理業者と共同で行う実験がある。その共同実験にはリコーも使用
済みOA機器を供給し，再商品化法の対象がOA機器に広がる場合に備え
る模様である。今後他の事業所でもパソコンや複写機等OA機器について
同様の広がりをみせることになるであろう。
また，茨城県に新規大規模家電リサイクル実証プラントが設立されてい
る。業界団体である家電製品協会が通産省のバックアップで建設した施設
である。そこでは法案の通過にともなって先行品目として指定が確実視さ
れている，テレビ，冷蔵庫，洗濯機，エアコン，の四品目すべてが一貫処
理される。この施設の場合と，上述の松下や三菱の，廃棄物処理ノウハウ
や集荷ノウハウを持つ既存の専業者との共同実験を比較して，短期的・長
期的な生産性や業績などの点で今後どのような違いが現れるかは注目され
るところである。
その点でこれまで述べてきた例はメーカーがリサイクル専業と組んだ
り，メーカーが主導する形であるが，今後の展開としては，メーカー主導
以外に，輸送業，倉庫業，卸・小売業，商社等の間でさらに広い連携が模
索される可能性があり， リサイクル事業における競争優位は，連鎖チャネ
ルの形成過程や特質，チャネル・リーダーシップはどこが握るのか，とい
ったような点がかかわることになる。この問題はまた， リサイクル専業者
がメーカーのリサイクル対応の進化によって生じるトレードオフ問題の影
響を受ける可能性が高いとすれば，その変化の方向性につながることにも
なるであろう。
次に産出資源の再利用システムについて簡単に触れる。
たとえば冷蔵庫から回収されるフロンや，テレビのプラウン管などの再
利用システムは基本的には確立されている。しかし，たとえばプラウン管
の（いずれ処理されるであろうコンピュータ・ディスプレイも）ガラスの
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種類に違いがあることからくる，またシャドウマスクの材質等の違いから
くる，作業上・再利用上の制約などがある。次の技術開発・製品開発への
フィードバックにより再利用性を高める所作が今後の課題である。メーカ
ー間，あるいは業界での技術的連携や世界標準化の如何によって，クロー
ズド・システムになるのか，オープン・システムをとりうるのか，などが
根本的に左右されるから，生産・販売戦略にリサイクル戦略を加えた総合
的戦略対応が競争優位の鍵となる。
(2) 解体作業の生産性問題と経営諸機能へのフィードバック
松下＝サニーメタルの現場を一見すれば分かることであるが，事業所に
は松下の製品だけでなく各社の製品がアットランダムに入り混じって搬入
される。一つの梱包（パレットによるユニット・ロード形式）の中も不規
則な混ざり合い状態である。標準化水準が低いままオープン・システム形
式をとることは作業の複雑性が相乗的に高まることを意味する。メーカー
が違っても，JIS規格品などの部材はもちろん使われているのであるが，た
とえばねじ類一つとってみても，形状・材質等は同じメーカーでも製造時
期や製品の特性によって違っているので，多数メーカーの解体品が混ざり
合う場合，解体作業は，製品を組み立てる場合と違って限りなく複雑にな
る。
松下には，廃家電製品処理システムや一定期間使用した自社製品の分解
性（解体性）などについての研究がある。前者は，廃家電製品処理の実態
や主要製品処理システムの概要，シュレッダダストの処理連鎖の概要など
がその内容で叫また後者は，たとえば上記のねじ類を含め数種の結合種類
について，テレビ，冷蔵庫，エアコン，全自動洗濯機，二槽式洗濯機の 5
種類を，組み立て作業の場合の「主作業」と前後の「付随・付帯作業」に
あたる時間を，「探索時間」「結合解除時間」「部品取り出し時間」と名づけ，
3)足立収ほか「廃家電製品再資源化・適正処理トータルシステム」『NationalTech-
nical Report』第41巻第3号， 1995年， 258-284ペー ジ。
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分解性の優劣・難易度を比較考察したものである。内容的には，対象物の
使用状態や台数など実験概要についての説明がないことや分解作業を行っ
た作業者の属性や状況が不明である点，時間値のばらつきに言及していな
い点などの問題点はあるが，「分解指数」という数値で製品横断的に評価す
ることを試みた点や，「探索」が分解時間の長さを左右することに注目して
いる点などは評価されうる丸
また最近，松下では生産技術本部「ものづくり支援センター」を中心に
インバース・エンジニアリングという概念のもと，「逆」追跡による解体の
容易性や資材の再利用性などを求めて「解体性評価・逆組立性評価」につ
いての研究が進み，それらを従来の「組立性評価」に統合した「新組立性
評価」が実践され始めている。つまり開発設計段階から解体性や分解性，
再利用性などの概念を組み込んで（概念統合し）評価しようということで
ある。
自社製品について，これらの研究や取り組みがさらに続けられることは
もちろん望ましいが，その場合には協力企業を含めて長年蓄積された加
エ・組立作業の膨大な生産技術的経験と分析情報を取り込んだ，また解体
作業者の熟練性等の作業者属性についても実態に即した考察が必要であ
り，さらには何よりも今回の松下＝サニーメタル実験を複雑にしている要
因である「他社製品との混合状態」を前提として実証研究が行われる必要
がある。「複雑性」は視点を変えて見れば貴重なサンプルの山であるのであ
るから，その条件を活かした「他社との比較」「時期・クラス別比較」等に
ついて層別された時系列分析などによる，より実際的な高・解体生産性シ
ステムを実現することが期待される。
その経緯や結果が，他社の同様の試みと交流され，広がりを持つことが
できれば効果はさらに飛躍的に増幅され「リサイクル性」について， 日本
4)大西宏・寺田貴彦「家庭電化製品に対する分解性評価方法の検討」同上書， 285-
289ペー ジ。
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がリーダーシップをとる形でのグローバル・スタンダードを実現すること
が可能になるであろう。
考えてみれば，解体作業の複雑さは，長年組立作業の改善に日々取り組
んできた積み重ね努力に原因する必然的な負の結果である。日本製品の短
ライフサイクル性とともに，欧米の製品ープロセスの関係に比べて際だっ
た相違点であることを認めねばならない。
しかしそのような複雑な条件をこなしてきた経験や状況適合能力もまた
日本の現場の特徴である。高次の生産文化の共有が十分配意されるならば，
物づくりから物の解体に軸足を移しても，また新たな克服と展開が実現さ
れよう。事実，筆者の評価では複雑な解体対象に対する作業ペースは，す
でに，たとえば製品組み立てにおけるセル方式など一人の作業者が多種多
様の部材を組み付けていく作業ペースに近いレベルに達している。
その高い作業ペース（努力）をさらに有効化するためにも経験豊富な生
産技術者が解体作業の改善，最適解体（生産）システムの追求に本格的に
取り組むことが必要である。作業の安全と作業環境を含め，一つ一つ形状
や大きさが異なる対象を効率的に処理していくためには，これまでの組立
経験に投入した努力のすぺてを一旦分解して構成し直し，解体の生産性の
観点から再構築しなければならない。
そのような取り組みを通じて得られた分析と観察の結果はまた，一般に
それらのフィードバックによって，製品技術・プロセス技術・管理技術の
見直しと研究開発の高度化や諸機能の循環連鎖的強化を促進する点で，日
本的特質にはグローバルにリーダーシップをとりうる高い可能性があり，
早期にその役割を果たすことが期待される。
さらにまた，具体的な分析結果は，よくある「縦割り行政」的な，たと
えば営業，製造，技術等の諸部門・諸機能の関係を調整しうる絶好のチャ
ンスとなる。利害関係や無関心・無意識などに原因する非生産的な状況な
どの，いわば大企業病的組織病理がクローズアップされることが多く，戦
略的コオーディネイションによるリオーガニゼイション・エンジニアリン
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グに恰好な題材となるものが少なくない。
それはまた通常，経営戦略全体や，いわゆる経営基本機能の見直し・修
正を呼ぶ貴重な事実として活かすべきものを多分に含んでいる。「現象」か
ら戦略ないしは経営碁本までを積極的に関係づけ，部分的な取り扱いに終
わらせぬことができれば，つまりそのような発想による構成力と実行のカ
量があれば，高水準の「持続可能な発展」はトータルな有効性と信頼性を
ともなって着実に進む。
(3) リサイクルの進化とリサイクル事業のトレードオフ関係
この節の終わりとして，松下で現在行われている「リサイクル・省エネ
ルギー商品づくり」のための「評価項目門と「アセスメントシート」の一
部を紹介しておく。
表 1 松下製品アセスメント評価項目
No. 評価項目（区分） 評価項目（内容）
1 減 量： 化 製品の体積およぴ質量の削減など
2 再 資 源 化 再生可能材料使用比率の向上，再生プラスチックの使用など
3 破砕減量処理の容易化 破砕機（シュレッダー）による破砕性など
4 分解分離処理の容易化 標準工具を用いての部品の取り外しなど
5 分別処理の容易化 プラスチック部品への材料記号表示，材料の統合化など
6 回収と運搬の容易化 把手，車輪の設置による運搬性など
7 安全性と環境保全 有害性（環境負荷化学物質），爆発性など
8 包 装 材 料 減量化・小型化・再資源化，材料記号表示，有害性など， 情 報 の 開 ホ 処理業者に対する提供資料のまとめ，情報の提案
10 二 力 ド 苧m 池
電池の取り外し容易な構造，
電池・機器・取扱説明書への表示
11 省エネルギー・省消耗材 使用時の省エネルギー・省消耗材
中・長期的には，このような取り組みとリサイクル事業／リサイクル専．．．．．． 
業との間にトレードオフ関係が生じる可能性は十分にある。廃棄＝再利用
5)大阪工業会環境推進小委員会「松下電器における省エネルギー商品づくりへの取
り組み」『こうぎょう』 Vol.602 N o.3, 1998年， 22ペー ジ。
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表2 松下製品アセスメントシ＿卜（部分）
製品本体
評価項目 評価基準 1重み付け冨
櫃 3点 29 
材再生材使用率 （樗生樹脂質量／金体搬脂買量）XIOO 3と20` .:とl1 
料リサイクル寧（実効値） （リサイクル材質量／製品本体質量）XIOO 3と80`
リサイクル可籠寧 （リサイクル可態材質量／製品本体質塁）XIOO 2と80Sと！. 
霞鉛ま 主41物要な質構（造資樹料ー・脂参部頴品）の．．種．を製晶』9ゴリー で把握しているか 3把握清材・ロ料・の統一 類数（グレードの統合ではない） 1 Il韻 一環・
部リュース化＊ （リュース部晶点貧／総部晶点数）XIOO Iと20` i: 
品概準--化・ （露準部品点数／総輝晶点i>x100<t'"等箪檎面畠畜<>-2と80S-=・ 彩小型・減量化寧 製品本体の容積： ［1-傭i製品／基糟年製品）］XIOO 2と30` と
態 製品本体の質量： ［1-傭製品／基準年製品）］XIOO 2ー・と30Sil; 
分解性 分解時閏：［I―(flj製晶／甚讚年製品）］XIOO 3 -：, と80`と
部品の材料胴分離・分解性は甚抱年製品より．向上したか 3 日
随砕性 大きさは． l11XI叫内か 2 
強度は．基準年製品と比ぺて喜易に礁砕できるか
··•··I B 2 
分別性 再利用できる部品を偏在化しているか＊ I Iヵ蹟
合成樹脂製部品(101:l.t.)に材料豪示をしているか 3 
廃葦時の運識容易性 ^•うンス。把手等配膚Iii'慮が有るか I 
性消耗材割減寧 [I-傭製晶／基準年製品）］XIOO
3 lioiと30｀旦i; 態エネルギー割減率 使用時＋待機時：［I―(fi製晶／基準年製品）］XIOO
長11使用性 甚棺年製晶より良くなったか 1大変良
保守容易性 9-t・ス性． 9万ナンA性は甚糟年製晶より良くなったか
トー
1大変良
他使用時の安全性 手で触れて問題が識い等の配慮はあるか I 
靡棄時の安全性 爆発性．暴縮性、火災性への配慮はあるか ＇ 情報闊示 麗棄時の処理方法•手躙．安全確俣の資料はあるか -,--＇ 製品本体部門評価 （実篇項目の評価点計／実施項目の理論点計） X 100 = 
．．．．．．．． 
の形から保全修理＝再使用の形への流れへの変化があるであろうし，廃棄
総量の減少をはじめ，分解の簡易化や自動化，あるいは原料回帰型から部
材の直接再使用型への変化， リサイクル性向上のための新技術・新製品の
開発とそれらへの対応，などの傾向はトレードオフ問題への先見的整合性
をもった戦略的シナリオが必要であることを強く示唆している。
2.首都圏松下テクニカルサービス條の修理事業所「夢工場」
筆者は1998年2月に埼玉県桶川市にある TRC(Technical Repair Cen-
ter)を訪問しヒャリングと視察を行った。一般の修理工場と趣を異にする
高度の組織l生と上質のモラールをそなえた生産性の高い事業所であった。
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修理現場にもオフィスにも，一般従業員も役職者も正社員もパート・タ
イマーもおしなべて適度の前傾度が認められ，要素レベルでも課業レベル
でも移行にはリズム感があり， 110~120程度のペースが保たれて過度の緊
張感や堅さはなく， というように，いわばトップ・幹部の組織力や指導性
が強くうかがえる実体があった。
松下電器産業鞠には国内に直系の専門サービス会社が8社ある。首都圏
松下テクニカルサービス（首都圏MTS)はその中で最大の規模をもち，世
界一の修理工場を目指して「夢工場」を標榜する TRCと，そのほかに57の
事業所をもっている。
首都圏MTSの概要を述べる。同社は松下本社営業部門に属する形で，
1962年掬東京ナショナルサービスとして設立された。その後， 1984年に周
辺サービス会社4社と合併して「首都圏ナショナルサービス腑」， 1986年山
梨県に拡大ののち1988年に新潟ナショナルサーピスと合併， 1989年に社名
を「首都圏松下テクニカルサービス掬」と変更した。サーピスエリアは日
本の人口の三分の一以上を占める 1都8県におよぴ， 1774人の従業員と協
力企業（約400人）で対応している。
同社は事業部制を採用しているが，TRC事業部は修理に高度の技術力を
必要とする持ち込み品の集中修理を担当する事業部で，従業員270名（＋協
力員20名），工場面積5128m'，月間4万件（ピーク次5万件）の修理を行っ
ている。修理品目はVTR,CDラジカセ，ワープロ，コンポ等である。以
下， TRCとその背景に関する特徴的な部分を述べる。
(1) MTSのミッションと首都圏MTSの主要活動
MTSはミッションとして，松下幸之助創業者のサービス理念に則って，
『サービス産業における「総合サービスエンジニアリング会社」として「真
のサーピス」へのあくなき追求を通じ松下グループの「CS獲得」と「市場
占有率向上」への貢献』を掲げている。
このミッションに導かれて，たとえば「修理サービスの65％を自店サー
ビスとして実施する」などの具体的行動指針が示されている。 MTSにはそ
リサイクルかメンテナンスか一「持続可能な発展」と生産文化ー （藤田）（829)259 
の指針をサポートする「サービス技術助成」「修理部品の供給」「出張修理
の代行」「サーピスステーションやサービスセンターヘの持ち込み修理」な
どが用意されている。TRCはサービスステーションやサーピスセンターよ
りさらに高度で集中的な対応を行う位置にある。
MTSはそのほかに，顧客からの修理相談やクレーム処理，あるいはパソ
コン教室などの「啓発活動」を受け持ち，さらにはシステム設計などの「エ
ンジニアリング事業」を新たな事業領域として位置づけ積極的に取り組み
始めている。
エンジニアリング事業の一例。たとえばMTSの従業員食堂では調理・提
供についてのサービス生産性を高める工夫をしているが，それをきっかけ
とする，食材提供業者であるコンピニエンス・ストアとの共同開発が行わ
れている。納入業者としてのコンビニと顧客である松下が，逆の立場にな
る取り合わせであるが，そんなことには頓着しない自然な共同作業がうか
がえる。問題意識と意欲をもつ者同士による新事業創出の原点である。
緒についたこの事例に接した途端，筆者の脳裏に浮かんだのは米国で最
近注目を集めている HMR(Home Meal Replacement) • MS (Meal Solu-
tion)，つまり「食事を提供するレストランと，食材を提供する食料品スー
パーの混成」を積極的に打ち出したニュービジネスである。ヨーロッパや
アメリカのスーパーや専門店等で，あるいは日本の百貨店等で部分的には
行われていた機能を，時間のない女性のニーズと「家庭」の重視・復調と
いう時代傾向を背景とする米国で積極的にアレンジされたものであり，さ
まざまな工夫が採り入れられやすいところから日本でも，日本流の出前や
アメリカ流のテイクアウトとの連携を含め，工夫を凝らして定着する可能
性の高い事業である。両社で共同開発中のシステムが新しい事業をサポー
トし，可能性を一層高めることになるものと思われる。
修理事業に密接する位置でのシステム設計事業は，後述の，三つの 'abil-
ity'の趣旨から極めて高く評価することができる。オール松下として見た
場合，この領域関係での経験や情報は経営戦略のコアとなりうる貴重なも
260 (830) 第 43 巻第 4 号
のとして高度の経営判断意思が向けられてよい。もちろん，このような発
想や行動は一般論としても注目に値する。
(2) 首都圏 MTSの組織と運営
組織は基本的に大小二段階に分けられたビジネス・ユニット構造による
分権化体制をとっている。ラージ・ビジネス・ユニット (LBU)には TRC
やパーツ・センターのような機能的事業部ユニットと，地城をカバーする
支店（地域事業部ユニット）があり，後者ではその下にスモール・ビジネ
ス・ユニット (SBU)であるサービスセンターやサーピスステーションが
所属する。各事業部には市場責任 (CS度達成責任），利益責任，人材育成
責任が課せられている。修理を核とするサービス体制の決め手になるのは，
顧客対応を含む高度の修理能力をもつカスタマ・エンジニア (CE)である
ところから，育成システムや管理体系の整備・確立とともにオン・ザ・ジ
ョプでの育成が重視され，業務分担やコミュニケーション・ルートの注意
深い設定など多くの点で配意がみられる。
業務分担の例では， TRCの修理作業者の稼働内容を分析した結果，修理
実務68%，付帯業務32％という比率になり，その数字をもとに新たにサー
ビス・アシスタント (SA) とテクニカル・アシスタント (TA) という職
務を設け， SAは主として付帯業務・準備作業を， TAは技術者を助け，主
として修理実務を担当する方向で再編成に取り組んでいる。その際，高度
の技術的判断を必要とする「見積もり」と「診断」は TAに，また修理実
務とされていた「分解」などの作業は SAに配分される。効率化と人材育成
からの再編である。
この再編成の経過を見ると，根拠となる概念的枠組みについてはなお，
作業研究の分野での基本的な考え方に立ち戻って検討する必要が認められ
る。つまり「修理」における主体作業とは何か，主作業は何か，などにつ
いて技術性，コスト性，人間性（モティベーションや能力開発など）など
の視点を加えてさらに考究し，その上で時間的バランスや連携性，量的特
性等を考慮して配分・作業編成することが望まれる。ここでも生産技術の
リサイクルかメンテナンスか一「持続可能な発展」と生産文化ー （藤田）（831)261 
新たなそして重要な対象分野としての位置づけと対応が必要となる。
(3) 修理機能の二極体制，「夢工場」への道程
首都圏 MTSでは集中と分散の二極体制で修理機能の強化が考えられて
いる。すなわち持ち込み修理については中央のTRCへ集中し世界一の修
理「夢工場」に育て，また出張修理については一層の分散強化を図るため，
拠点の適正化，カスタマ・エンジニアの増強，技術力の強化を行うという
方針である。なお集中にともなう物流の混雑を避けるため， TRC関係の輸
送は大半が夜間物流方式をとっている。いわゆる「ゼロ日物流」の形であ
りリードタイムの短縮につながっている。
「夢工場」という表現は， しばしば，人々の努力の結集として生まれ，
夢を託する新工場に用いられる。修理工場の場合で，将来の目標をこめて
用いられる例は珍しい。同社では「ドリーム・ファクトリー」実現の第 1
ステップとして月間 5万台の達成を，第2ステップとして，修理スピード，
修理品質，ローコスト修理， CSマインド，の 4項目についての向上を挙げ，
さらに第3ステップとして，松下本体部門の商品設計・商品開発へのフィ
ードバックや提案による貢献，品質向上への貢献，ローコスト生産への貢
献，ならぴに TRC自体でのIS0-9002取得を通して世界初の「ファクトリ
ー・ラポ」を実現することを目標としている。
次に，現時点でTRCの「夢工場」実現への確かな手応えを感じさせる「テ
クニカル・ラポ」と「診断」について触れる。前述の第3ステップにかかわ
る。
TRCにおけるテクニカル・ラポの役割は鮮明で，「商品づくりへの参画」
という使命が明確に打ち出されている。前提にある「CSを重視したモノづ
くり」という理念のもとに，月 4万件の修理件数に基づく膨大な修理情報
を商品づくりに活かそう，というのが趣旨である。成熟市場感が横溢し「CS
（顧客満足）」が声を大にして叫ばれはじめる前までは，大きな欠陥でない
限り必ずしも修理の声は反映されていなかった。時代の要請である。
TRCのテクニカル・ラポは，ビデオ，オーディオ，電化，部品の4チー
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ムで構成され，そこから提供される情報は，初期品質関係，故障統計，機
能・部品特性・耐久性，温・湿度や塩害等自然環境と品質の関係等，多岐
にわたる。また各商品の生産事業部にあるサービス，品質保証，技術，商
品企画，の各部門に対する常時・定期の情報提供ならぴに積極的な品質／
コスト改善提案が行われている。
かつての状況を知る筆者が，組織距離の長い部門間での意志疎通を危惧
して質問すると，渡辺隆史社長は，一々組織階層をたどる公式のアクセス
では決してうまくいかないので，双方の技術者同士がネットワークを通じ
直接，データをもとに情報交換・話し合いができるルートを開設した，と
苦心を語った。いわゆる「機能権限・機能ルート」の問題であるが，時代
背景と ITの発達を生かしたトップの努力が実を結んだ， ということがで
きよう。
次に「診断」について述べる。修理に着手する前の「初期診断」が重要
であることは，人間の病気の場合に「徴候」の判断がその人の生死やその
後の生活を左右する事実から類推して理解されよう。古くから鉄道車輌の
定期保全や故障修理の部位・期間・費用の決定，あるいは造船の修理見積
もり・契約・業績等を基本的に決定するのが「診断」の適否であることは
知られていて，関係者はその能力の維持向上に努力を傾注してきた。船や
車輌という高額耐久財から家電等に移っても「診断」の本質的意義は変わ
らない。
TRCにおいては，高度の診断能力を持つ少数の技術者をサポートする
TAを設け育成強化に着手している。以前から修理品質の保証体制を兼ね
た，診断技術の切磋琢磨・高度化のための，複数高度技術者による補完的
交互作業システムを実施しているなど，能力開発に対する有効できめ細か
な配慮がなされている。
現実の修理事業にとって残された課題の一つに，ダイレクトな「修理依．． 
頼」ではない「修理見積もり依頼」への対応がある。高い技術と費用をか
けて， しかもその結果によっては「修理」が行われない，つまり手間とコ
リサイクルかメンテナンスかー 「持続可能な発展」と生産文化ー （藤田）（833)263 
ストを掛け，流れを乱しただけに終わりかねない，修理する立場からは厄
介なケースである。
しかし， ものを大切にする風潮の復活傾向からすれば，「見積もり依頼」
は今後増加する可能性が高く，その対策はCSの重点項目として，処理シス
テム（作業組織・情報システム）を含めて検討されねばならない。併せて，
高額商品に対する，修理期間中の代替品の提供についても， CSと生産性の
兼ね合いの上で検討する必要があろう。
ここでCSに関連して付言しておかねばならないことがある。前節で触.............................. 
れた，日本製品の短ライフサイクル性や日常的積み重ね改善の負の側面に....... 
ともなう複雑性の問題はまた，補修用サービス・パーツの常備問題に関係
する。首都圏 MTSもLBUとしてパーツ・センターを持つ。家電や自動車
など量産型耐久消費財に一般化して考えなければならない性質の問題であ
る。
この問題は，単に最終組立を受け持つ大手メーカーやその補修事業ネッ
トワークだけの問題ではなく，部品を加工する協力工場の経営に深くかか
わる問題なのである。たとえばプレス加工を受け持つ協力企業では膨大な
金型を保管し続けなくてはならない。機械工場の治具保管についても同様
である。金型や治具の保管スペースの大きさや費用・努力など管理の実態
について，いわゆる親会社がどの程度の認識をもち，どの程度把握してい
るかは， しばしば疑問に思われる。協力企業が高いレベルの生産文化を共
有できる状況をつくることもまた全体の持続可能な発展を左右する重要な
条件である。 CS経営の名の下に行われる所作は決して片手落ちであって
はならない。
さて，「診断」や「見積もり」を簡易化しようとする対策はできるだけ上
流で立てるのが定石である。たとえば，製品への自己診断機能の組み込み
や使用者が徴候を的確に判断し処置できるガイダンスの徹底など，技術一
経済的な源流対応がまず考えられよう。松下の自己診断機能搭載商品はこ
の5年間で急速に増加している。 1993年に55機種であったものが， 94年に
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は約4.5倍の246機種， 95年には582種， 96年で902機種， 97年末では1220機
種となっている。表示方法の規格化も進み，たとえばユーザーで処理でき
るもの： U (電池の消耗であれば記号表示 [UOl]や図解表示が現れる），
30分程度で修理可能なものは： H, それ以外のもの： F, などと分けられ
それぞれに対応が進められている。
そのような全社的源流対応はよしとして，結果的にそこへ帰還すること
になるであろうが，首都圏MTSでの対応は， CEやTAの充実・能力開発
が主体となる。問題はそれら人材の配置について，「分散」域のCEと「集
中」域TRCのTAやSAとの交流／ローテーションや，技術者との交流，
さらには TRC 技術者と松下本体の商品企画・設計開発部門•生産技術部門
等との交流とくに人事ローテーションの実現の可能性である。
(4) メンテナンス経験の競争優位性と人材開発性
新旧二つの例を引こう。昭和20年代後半に筆者が関係したトヨタ自動車
の系列診断に関連してトヨタの工場で見たものにフォークリフトの活用が
あった。当時，一般には導入されていなかったフォークリフト30数台が活
躍し，倉庫の廃止や流れに沿った高積みをはじめ，当時の日本としては画
期的なマテリアル・ハンドリング（マテ・ハン）を実現していた。加工技
術の飛躍のための工作機械の購入だけでなくマテ・ハン革新の必要性に注
目してフォークリフトを購入した，当時のトップには先見の明があった。
のちにトヨタ製フォークが市場を席巻することにつながるが，それには別
の理由が加わる。
トヨタでは米国から購入したフォークリフトをコピーして30数台を内作
した。敷地に余裕のあるトヨタの工場であればこそ出来た「本来の使い方」
の，その過程を通して徹底的にユーザーの立場から改良を加え，使いやす
くメンテナンス性の高いものに仕立て上げ，その後，増設した各工場でフ
ル活用し改良を続けたのである。一方， トヨタの自工場内での使用より遅
れて事業を開始した国内フォークリフト専門メーカーは，主に米国各社と
の提携によって，始めから市場用に生産を開始したが，自工場内でフォー
リサイクルかメンテナンスかー 「持続可能な発展」と生産文化ー （藤田）（835)265 
クリフトを駆使する状況は当初ほとんど無かった。
自動車メーカーとしては日産自動車もフォークリフトを手がけている。
戦前に米国の自動車工場を買い取って移設した横浜新子安の工場はやや手
狭でフォークリフトが活躍するには窮屈であった。筆者はエンジンのトラ
ンスファーマシン加工に成功した昭和20年代半ばに同工場を訪ねたが，技
術の日産を標榜する同社には製品技術・加工技術など固有技術を重視する
空気が強く，そうした背景の中から．やがてフォークリフト市場の成長を
見て．量産乗用車プルーバードと部品を共通化するという設計思想でフォ
ークリフトを開発し売り出した。 トヨタが市場に本格参入する以前のこと
である。量産車と部品共通化という技術的特徴を持ちながらもしかし，市
場を制覇するには至らなかった。
トヨタは自工場では盛んに使っていながら，市場に参入するのは遅かっ
た。しかし参入するや否やたちまち．その使い勝手の良さと信頼性が受け
て市場を席巻し，中古車さえも引っ張り凧の状況が続いた。他社と違う最
大の理由はトヨタがフォークリフト向きの空間を持ち．本格派ユーザーと
して徹底的に使いこなし，自らメンテナンスと改良を重ねたという事実に
ある。ユーザーとして吟味しながら使い込んで納得ゆくまでのものに改良
し，それを顧客に提供した，ということが真の CSを引き出した最大の理由
である。
今ひとつの例は．情報産業における CE（カスタマ・エンジニア）の評価
が高まりつつある事実についてである。 CEには文系のコンピュータ好き
もいて，理系中心のSE（システム・エンジニア）より，技術レベルを含め
てやや軽く見られがちであった。しかし実態を知らない SEのつくったシ
ステムが使いにくく不評なことは多くの例証が示すとおりであるし，同じ
会社の中でも情報部門に実態を知る人材を欠いている場合は同様のことが
起こりがちで組織コンフリクトや不信を呼ぶことはよくある。
80年代に入って大企業の情報部門や情報サービス部門の別会社化が盛ん
になったが． CE部門の独立・拡大など事業展開が進む中で職務間の垣根は
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低くなり， CE経験者が次第に評価を高め， CEから営業やSEに仕事を広
げた人材の方がユーザー・ニーズに合致する仕事ができる， という見方が
浮上してきた。メンテナンス仕事の，一つ一つのケースがそれぞれにユー
ザーの投影をもち，徴妙に違う対応を必要とする， という仕事を経験する
ことによって自然に練られる人づくり作用の所産であるといえよう。
競争優位と人材開発・組織開発の両面から，前項で述べた，メンテナン
ス •CE と他部門の人材の交流やローテーションが積極的に行われること
が肝要である。
3. 3M社の「修理診断システム」
古い例であるが，本質的な面で得るところがあり，一般に知られていな
いので述ぺる。 1902年，今世紀初頭の創業ながらなお若々しく，環境問
題を含めて注目され成長を続ける 3M社については，創造型企業・社内ベ
ンチャー，分権制・組織開発・人材育成 •QWL, 日本的風土等々，情報が
豊富であるので概要紹介は省略する。
1980年7月に同社を訪問し視察・ヒャリングした際， ミネソタ州セント・
ポールの本社内にあるファクシミリ・センターの修理診断システムを視察
し，そのセンターを統括する全国サービス・センターのクルーズ所長から
大略次のような説明を受けた叫
ファクシミリ・センターは当時アメリカ国内に3万数千台設置され
ていた3M社製オフィス用ファクシミリの全国修理診断センターであ
る。同センターは1976年にそれまで7カ所に分散していた診断機能を統
合して全国センターとしたものである。当初の遠隔診断システムは性
能が十分でなく，顧客記録の検索など人海戦術の部分が多かったが，
6)関西経営情報科学協会（拙編）『「80年の経営」海外チーム報告書』， 1980年， 146-
150ペー ジ。
リサイクルかメンテナンスか一「持続可能な発展」と生産文化ー （藤田）（837)267 
コンピュータ化を進め1978年にACES(Automated Customer Expe。
dite System)と呼ばれるシステムが完成した。将来全自動化を目指し
ていて，現在．診断後，地方保守センターから要員を派遣する場合に
4~6時間かかっているものが全自動化後は 2時間になる予定であ
る。
クレームは，フリーダイヤル電話で受けつける。窓口係（コオーデ
ィネイター）が顧客名，型番，製造番号を確認しインプットする。 CRT
には保守履歴を含む関連情報が表示される。この段階で，顧客の操作
が正しいかどうかについてのやりとり・確認・指導を行う。クレーム
の約3分の 1はそれで解決する。Q&Aのための，現象別フローチャー
トとマニュアルが用意されているが，窓口係の人選は重視され，製造
ラインで組立経験を持つベテランで製品を熟知している人材が配置さ
れている。電話通信以外に手元にあるファクシミリヘのテスト送信や
相互のワードプロセッサーによる通信が作業をサポートする。修理要
員の派遣が必要と判断された場合は直ちに最寄りの地方保守センター
に障害状況データが発信され，顧客にその旨連絡される。 ACESによ
る処理時間は3.5分以下である。
複雑な場合には技術者がそのまま応対を引き継ぐ。技術者は同様の
端末を持ち，表示データもそのまま引き継がれる。技術者の診断結果
で要員の派遣が必要と判断されればただちに地方保守センターに指示
が出る。診断の過程で電話会社の回線障害が判明し． 3M社の連絡に
より電話会社の保守時間が週30時間節減され感謝されているなどの余
話もある。
診断内容は．製造ライン，営業，生産技術部門．研究開発部門等に
コメントをつけてフィードバックされている。
3M社のこの説明と現場視察， Q&A結果を通じて筆者が強調したいの
は，診断部門と他部門との人事的交流である。情報連絡や会議だけでなく
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人事的交流が生産文化の高密度化・高次化に大きく貢献するからである。
実は責任者のクルーズ氏自身，海軍のスタッフ時代に3M社製品のユーザ
ーとして同社製品と同社のサービスについてコメントしたことがきっかけ
で招かれて入社しサーピス・センターを任されることになった人材である。
きっかけとなったいきさつはユニークで，単に会社のクレーム部門が窓口
で処理するだけではなく，内容を判断した窓口からそのコメントが役員に
まであげられ，役員はコメントヘの対応というよりむしろ相手の人物評
価・勧誘含みで出向いた，という経過が見事であり，いかにも 3M社らし
い人材の発掘と配置である。 H本では同社の「社内ベンチャー」がよく知
られているが，その場合の人事交流とも通じる，分権化や自律体を重視す
る基本的スタンスをもつ創造的雰囲気に満ちた会社である。
このことは前節で述べたトヨタのフォークリフトの場合と，ューザーや
メンテナンスの視点や経験が，現在の経営体質を洗練強化し有効性を高め
るばかりでなく，次の戦略的行動の優位性を確保する上で極めて重要であ
り有効である， という点で共通する。
以下，これまでの事例を踏まえ，「持続可能な発展」とリサイクル，メン
テナンスの関係について考察する。
4. 三つの‘ability'一「環境能率（エコ能率•生態能率）」を直めるもの
筆者は従来の経営戦略要因に加えるべきものとして，「再利用性recy-
clability」,「保全性maintainability」,「持続可能性sustainability」の三つ
の‘ability'を考えている。三つの‘ability'を戦略的に関係づける戦略的統合
水準が21世紀的アイデンテイティを持ちうるかどうかを左右することにな
るであろう。
順序としては，「再利用性」と「保全性（再使用性）」の関係をまず整理
した上で，それらの両立的整合性をふまえて「持続可能性」の概念に統合
し，それを枢軸とする戦略基盤の強化を図ることが， 21世紀型経営理念「持
続可能な発展sustainabledevelopment」を実現する必要条件であると考
リサイクルかメンテナンスか一「持続可能な発展」と生産文化ー （藤田）（839)269 
える。
まずこの趣旨に関連して，「持続可能な発展のための世界ビジネス会議
(the World Business Council for Sustainable Development : 
WBCSD)」の活動に注目したい。 WBCSDは二つの組織，ジュネープの「持
続可能な発展のためのビジネス会議 (theBusiness Council for Sustaina-
ble Development : BCSD)」とパリの「環境のための世界産業会議 (the
World Industry Council for the Environment : WICE)が1995年に合併
してできた， 34カ国の主要20産業からなる組織であり，二つの‘eco'，つま
り‘ecology'と‘economy'の両立・共生を標榜して「環境能率Eco-efficiency」
と「持続可能な生産と消費 SustainableProduction and Consumption」
いう二つのワーキング・グループを中心に活動している。
「環境能率」グループは1996年に「環境能率は，少なくとも地球維持の
許容限度内のレベルで環境インパクトの累進的低滅および資源の全ライフ
サイクル的徹底利用をはかり，（その前提で，ビジネスとして）人間の欲求
を充足し生活クオリティを高めるよう，競争的に設定された価格の財やサ
ービスを提供することによって達成される。」と定義し，その定義に導かれ
る中核テーマとして，① サービスの重視，② 欲求と生活クオリティヘ
の意識集中，③ 全・製品ライフサイクル的考察，④ エコ収容限界の事
実認識，および⑤ 持続可能な発展の鍵： 「終わることなき創造的プロセ
ス」の視点，の 5項目を挙げている”。
いずれも，問題をただ受けとめるだけでなく，二つの‘eco'の両立に向け
て積極的に取り組もうとする姿勢を表したものである。たとえばその第一
点，「サービスの重視」の説明には，量的拡大を評価尺度としてきた時代か
7) L. D. DeSimone and F. Popoff with the World Business Council for Sustaina-
ble Development, Eco-Efficiency: the Business Link to Sustainable Develop-
ment, (Cambridge, MA: Massachusetts Institute of Technology, 1997), p.47, 
括弧得きは筆者（次のパラグラフも同様）。
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ら，顧客の「物的満足」離れ一物財は顧客の欲求充足の単なる手段に過ぎ................. 
ない一の時代へ移行している点と，顧客ニーズを完全に満たすべきサービ
スの必要を説き「物財の所有はそのようなサービスの一部となるであろう」
という認識が示されている。
その上でまた， F. ウエプスターの言を引用して「製造業をも含めて，
すべてのビジネスは『サービス・ビジネス』 として自らを定義しなくては
ならない。顧客は物ではなく便益を買っているのだ。たとえば歯磨きの包
装に，無料電話で歯の手入れについて質問することが出来，
と書いてあるからそれを買うのであって，物としての，
コメントがも
らえる， その歯磨
きだけを買うのではない。」 とも述べている見
これだけでは特別に新しい説というわけではない。重要なこと
は「企業のコア・コンピタンスと競争優位について，改めて自らを『サー
として定義して考え直してみる必要がある」とし，「それ
しかし，
ビス・ビジネス』
は大変効果があるから，認識傾向のよく似た『環境能率』問題への取り組
みにおいても，製品やビジネスを『サービスの生産』の観点から定義し直
すことによって，単に製品を供給するだけでなく，
問題がより少なく， どのような『サービス』
が用意できるか，用意すべきか？という点に，一層意識を集中することが............... 
可能になる。そうすることによって『環境能率』問題をコア・コンピタン.................. 
スと競争優位の観点で統合的に考え直す（概念統合する）
より高い価値を提供できるか，
どのようにすれば環境
ことができる」
と強調している点である。
5.二つの ‘eco'
前述の二つの ‘eco','ecology'と‘economy'を標榜する点では， M. ロ
スチャイルドのアプローチも注目される。
地から経済を見直す，
ロスチャイルドは，生態学的見
という発想で「バイオノミクス Bionomics」と名づ
8) I bid., pp.47-48. 
リサイクルかメンテナンスかー「持続可能な発展」と生産文化ー（藤田）（841)271 
けた概念を打ち立て，膨大な知見を傾けて現代経済社会の解明を試みた。
副題の「エコ・システムとしての経済」を章名とする第20章においては，
生物体（以下，生物）と組織体（以下，経営体）を対比しながらエコ・シ
ステムと経済システムについて考察している凡
ロスチャイルドは，生物は遺伝子情報によって規定され，その生存は生
存競争に左右される。同様に経営体はテクノロジーと，供給者・競争者・
顧客との関係によって規定され，生存競争にさらされる，として比較考察
している。論旨をいま少し見てみよう。
バイオノミクスの観点から両者を比較すると，生物も経営体も，と
もに諸関係のネットワーク上の結節である， ということができ，適者
生存・弱肉強食の環境の中で，いずれも生存•生き残りという目標に
向かって，身を箇くべき「ニッチ (niche適所）」を探し生存を図って
いる。その点では生物も経営体も類似である。
しかし近年，地球環境問題の高まりによって消費廃棄物が付加価値
連鎖の末端から上流ヘリサイクルし始めた。その点からみると，生物
の「エコ・システムー食料連鎖」と経営体の「経済システムー付加価
値連鎖」には基本的な共通点がある。しかし，いくつかの点で違いも
認められる。
たとえば，生物の求める「ニッチ」は食料連鎖の中の，その生物の
一つ手前の段階に存在し，一つ手前のレベルの生物を獲得しやすい二
ッチを探して生存を図るのに対し，ビジネスにおける「ニッチ」の場
合はその経営体にとって付加価値連鎖の一つ後の段階，つまり製品マ
ーケット・レベルにおいて探し求めるニッチであり，それによって生
存を図るという点で違いがある。
9) Michael Rothschild, Bionomics: Economy as Ecosystem, (New York: Henry 
Holt, 1990), pp.213-225. 
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その主体にとってのニッチが前段階か後段階か， という違いは，エ
コ・システムにおけるそれぞれの段階の生物の「存続能力」が直前段
階の食料が得られるかどうかによる＜資源制約型〉であり，それぞれ
の生物は資源制約ネットワークの結節点で生存を図るのに対し，ビジ
ネス経営体にとっての「存続能力」はく消費者制約型〉であって，消
費者制約ネットワークの結節点で生存を図るという違いを意味する。
しかし，資源制約型であれ消費者制約型であれ，いずれの場合であっ
てもニッチの「持続的規模」が制約条件であり『成長限界』の要因と
なる。
狐は，兎の再生産力の範囲内でしか兎を食べることは出来ない。皆
殺しには出来ないのである。経営体の置かれている立場は逆である。
狐の場合と違って子孫を残す必要はない。ただ，子孫を残す場合に親
の遺伝子が子供を性格づけるのと同様に，その経営体のテクノロジ一
によって製品を特徴づけ，資源を製品に変換しつづけるのである。
おおよそ以上のような文脈で，ロスチャイルドは，エコ・システムと経
済について，テクノロジー，ニッチ，戦略，消費者などを関係づけて例証
的に論じている。
ここで筆者が疑問に思うのは，エコロジーやエコ・システムの発想で経
済システムを考えるべし，とする主張は理解できるのであるが，「存続能力」
については，エコ・システムが資源制約型である点は肯けるとしても，経
営体が消費者制約型（だけ）であると果たして言い切れるのであろうかと
いう点と，両者の融合を標榜するにしては，地球環境問題やリサイクル問
題にほとんど触れていない点についてである。
経営体もまた，存続能力において，資源制約的一面を持ち資源制約課題
を抱えているのではないかということは，ローマ・クラブ的発想での成長
限界の見方もあろうし，また端的に日本のような資源小国を考えればすぐ
分かるように，一つ手前の段階，つまり資源マーケットもまた制約条件と
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なりうることは自明である（筆者は長らく資源 inputマーケティングの重
要性を主張してきた）。さらにまた地球環境的に考えれば，（経営体レベル
とともに，生活のための生物資源の乱獲等による涸渇問題をも含めて），多
くの本質的資源制約成長限界が予測され「資源制約型成長限界」の上に立
つ認識と対応が何よりも必要とされるからである。
6. リサイクル問題ー「再利用性」と「保全性（再使用性）」
はじめに触れたようにリサイクル問題への関心は学界産業界を問わず高
まっているが10)，しかし，メンテナンス問題との関係づけが希薄である点は
重大である。「廃棄＝再利用」と「保全（修理）＝再使用」という二つの認
識の間には，さまざまなレベルでのトレードオフ関係（問題）が存在する。
この点についての関係づけは戦略レベルにおいても事業レベルにおいて
も，一般に甚だ希薄であり，速やかな生産文化ベクトルの形成と戦略シナ
リオの策定が望まれる。
まず，二つの ‘eco'について， リサイクル問題の観点から考えてみる。
量産型耐久消費財の代表である自動車産業がリサイクル率の向上を設計
理念に大きく取り入れだしたこと，保有台数の多いテレビ・冷蔵庫・洗濯
機等家電製品のリサイクルを義務づける「家電リサイクル法案（または家
電再商品化法案，仮称）」が国会等で議論されていること，松下電器産業が
業界に先駆けてテレビのリサイクル実証試験に着手し，三菱電機や日通な
どがそれぞれの持ち味を生かしたリサイクル実験に取り組みだしたことな
どは大いに評価されてよい。それらの試みが「リサイクル事業」の本格的
なビジネス・チャンスヘの模索的実験であったり， リサイクル概念を中核
10)たとえば，『IEレビュー 』 202号， Vol.38, N o.4,日本インダストリアル・エンジ
ニアリング協会， 1997年では，「組立・分解性を考慮したものづくり」という特集
を組み，岡山大大崎紘ー教授の「組立・分解を考感した物作りにおける生産管理
技術」稿をはじめ， ソニー，東芝，いすず， リコー，ゼクセル， 日立などの自動
車・電機・家電メーカー等が，さまざまな事例を交えながら設計や評価の方法論
について発表している。
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に据えた21世紀型経営戦略のテストケース，実証という側面を持っている
としても，これまでの計画段階から具体的に踏み出したことは評価できる。
「環境能率」の理にも適うものである。
しかし一方， 日常の生活面では，多少減ったとはいえ，まだ使用に耐え
る家具や家電製品等が大型ゴミとして，また不法投棄・放罹等の形で自動
車などが相変わらず捨てられているし，住宅の建て替え年数も短い。多消
費社会といわれるアメリカでさえ，家具類の，世代を越えた使い方や電気
冷蔵庫・洗濯機などを20年30年と使い続けている実態や，ガレージセール，
中古品市場などが日常生活に根を下ろしていることを思えば，「にわか成
金」的消費性向の残映が，住宅や諸施設の廃棄を含めて，随所に残る日本
との差異は大きい。生産文化の貧困に思いを致さねばならない。
しかしながら，このところの経済の低迷は，折からの地球環境問題への
認識の高まりと相まって，少しずつではあるが消費者一般に，消費に対す
る姿勢を変えさせる作用をもたらした。新しいベクトルの出現は「失政」
の怪我の功名？かもしれないが，考え直す貴重な機会になっていることは
事実である。
さて「保全性」について。製品や機器類の設計思想の中に「保全性」の
概念がある。設計に当たって，メンテナンスの経済性や容易さを，そのシ
ステム特性を吟味しつつ組み込んでおく，ということである。いわゆる「修
理」との関係は， しばしば保全性の概念に修理が包含されるように，保全
性が高ければ修理は経済的に行われ使用者の全ライフサイクル・コストは
低減される（再利用性との兼ね合いにおいて）という密接な関係にある。
先に「再利用性（リサイクル性）」と「保全性（再使用性）」，「持続可能
性」の統合といったが，「保全性」は，所有者・使用者の下で継続使用する
ことを前提とする概念であり，「再利用性」は所有者等の所有を離れ，一次
機能的使命を終えた状態を前提とする概念である。したがって両者の間に
は一種のトレードオフ関係が存在する。
保全性はゼロ，積極的に使い捨て（廃棄）させようという発想もありう
リサイクルかメンテナンスか一「持続可能な発展」と生産文化ー（藤田）（845)275 
るし，修理に修理を重ね徹底的に使わせよう，使うのは道徳的・経済的に
良いことだ，とする考え方もある。完全にどちらか一方の側に立てば他者
を排除しなければならないが，実態は少し複雑である。理念や建前と日常
的な実際行動とのずれなどがさまざまな問題を生みやすい。
たとえば，企業理念として環境貢献が謳われていても，営業・開発・製
造・財務・サービス等の職能部門間で，短期的業績追求に起因するトレー
ドオフ問題は常に起こりうる。それだけに有効な「持続可能性」を実現す
るための具体的な行動指針とその背景となる両者の高い整合性・一貫性を
導く高次の戦略的統合が求められるのである。
「持続可能性（持続可能な発展）」を経営戦略の基本に位置づけ「三つの
'ability'」の戦略的統合を図る上で，「保全性」と「再利用性」の関係が，マ
ーケティング，研究開発，生産等の領域に一貫した理念と共通理解によっ
て支えられていることが重要な条件となる。
7.「保全性」の意味
身近な例では，電気回路における「ヒューズfuse」の機能が「保全性」
を象徴している。もしヒューズが組み込まれていなかったならば，たとえ
ば過電流が流れた場合，そのシステムが破損・不能となるばかりでなく，
その上位システムや周辺システムまで（ときには人命や住居も）損害を受
けかねない。ヒューズは経済的かつ確実に，そのヒューズが組み込まれた
システムの機能を保護し，また容易に回復する働きをする。
広くには，人間の協働組織を含むすべてのシステムに保全性（調節・修
復・復元性，変化適応性等）は要求される。システム・デザインに際して
の「保全性」構想力（思想）と具体的組み込み技術が，そのシステムの全
ライフサイクル的経済性を左右することになる。また，「ポカよけ」やトヨ
タの「自働化」など安全側に働かせる発想，「PL」や「リスク・マネジメン
ト」などとも根元でつながっている。
. (1) 保全性の考え方
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保全性の考え方には歴史的に次のような基礎類型がある。機械などハー
ド・システムの場合も，人間の分身として，碁本的には人間の健康と病気
に対する考え方と方法論が準用される。通常は「病気は治すべきもの」と
いう考え方から出発する。（「故障」という言葉で，不調，消耗，疲労，過
負荷等のニュアンスを代表させる）
a.事後的保全：故障したら直すー一定の余裕・予備を持って対応する
b.事前的保全：故障する前に直すー診断等による「予防・予知」は典
型である
c 適応的保全： a, bの場合を含め，元に戻すだけでなく，条件変化
（ときには予測される将来の）に適うように直す
また，いずれの場合であっても，「一定の条件で，わざと壊れやすくする
一壊れやすい部分をシステム内に組み込んでおく （全体／他部分の保護）」
という発想の適用が考えられる。上記ヒューズの例や安全弁，また歯車系
の一部を材質的に滅りやすくしておく）1)，などの甚本例がそうである。
いま少し保全性と使用の関係について考えてみる。
11) たとえば，三枚の歯車系の中間の歯車の材質等を摩耗で減りやすくしておけば，
その歯車だけ予備を持てばよい，といった発想である。摩耗は音と H視で判断で
きる。戦時中，物資が乏しく，また管理スタッフが少ない状況下の発想ではある
が，海軍のエンジニアであり，生産システムの構築と維持に腐心した筆者の父正
久の思想のーコマである。最近この種の思想が見られなくなったのであえて付記
した。「ヒューズの哲学」をはじめ，今の時代に，再ぴ立ち帰るべき原点的思想は
数多くある。温故知新の姿勢による有用化を願ってやまない。
併せて保全性についての原体験を付記する。第 2次世界大戦中の勤労動員で使
ったドイツ製の航空機用縦通材製造用500トン押出し機の簡にして要を得た1呆全
性についてである。押出し機には水圧を供給するポンプが付設されているが，隣
接する大型国産押出し機用の大型ポンプはよく故障し，そのたぴに大勢でくさぴ
を打ち込みケーシングを吊り上げて点検整備していた。われわれに割り当てられ
たドイツ製は故障が無く，定期点検の時はじめてケーシングが開けられた。ただ
一人で簡単に吊り上げられたのは，それまで理由の分からなかったケーシング上
部の太いねじ孔にポルトをねじ込みそれを吊り上げたからであった。国産大型機
にはそのような仕掛けはなかった。「保全性」およびそれをシステムに組み込むこ
との重要性と具体的意味の自覚は鮮烈であった。
リサイクルかメンテナンスかー「持続可能な発展」と生産文化ー（藤田）（847)277 
同等の評価層に属する使用者によって同程度に使われた耐久消費財が，
修理して使い続けられるか，あるいは捨てられる（買い替えられる）かの
動機に明確な区分はない。 MAPIや経済性工学的発想は重要であるし，設
計上の耐用年数や法定償却年数はあるにしても，また企業や個人の場合の
違いはあるにしても，動機は多様であり線を引くことは困難である。形式
的に規制することは，「危険」や「管理上の正当な理由」のある場合を除い
て避けられねばならないし，工夫や努力が疎んじられることなく正当に評
価される仕組み，次の時代に対して貢献することが最大に評価される仕組
み，をもつことが望まれる。一定の方向性を持つ生産文化の役割と作用が
大きく，また必要な局面である。
成熟市場の多様性に加えて，不況が消費者を， ものを長持ちさせる方向
に誘導していることもあり，一方にバブルの残映もある。保全の動機はそ
れぞれの考え方や行動パターンによりケースバイケースとならざるを得な
い。一般に多くのメニューを用意することが有効であると考えられがちで
あるが，前述の「すべての企業はサービス・ビジネスとして定義し直す」
必要性の観点からすれば，ただメニューが多ければいいというものではな
いことが分かる。使用者が（顕在的・潜在的を問わず）期待する／得られ
る追加的価値12)を持つメニューでなければ意味はない。
(2) 保全性と追加的価値
たとえば，筆者は自動車メーカーの人たちなどに，後発マーケットや人
口統計的に免許取得人口が単純増加するマーケットに対する生産戦略と，
H本のように急速かつ不自然に成熟し，人口統計的に歪みを持ったまま免
許取得人口が減り続ける特晃なマーケットに対する生産戦略はまったく別
のものとして認識すべきだ， と言い続けてきた。
その発想からは，成熟市場に対して新車だけを，生産拡を維持しながら
提供し続けるという選択は出てこない。中古車対応は別として，一つの方
12)「追加的価値」というのは，「保全」など追加的(suplemental)な財／サーピスの生
産によって生じた価値を指す筆者仮の用語である。
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向として考えられている，ITを活用した「一人一人の好みを取り入れた『あ
なただけの車』を経済的に生産するシステム」も基本はやはり「新車」の
提供であり表層的で限界がある。
少なくとも新車の提供と同じ戦略レベルで，単純な修理客・車検客だけ
でなく，たとえば，景気や懐具合から，また地球環境問題から「乗り続け
よう（しかし気分を変えられればさらによいのだが）」というような顧客の
ニーズに応えて，あるいは積極的に発掘して，顧客との協働による，「保全」............. 
という追加的価値を生む新たな財とサービスの融合的生産の戦略シナリオ
と生産システムを追求する，といった発想が「持続可能性」を高める上で
必要になってくる。もちろん地球環境問題への理念に即したビジネスとし
てである。
ある顧客は，少し痛んだ外観を好みのようにアレンジして乗り続けたい
と思うかもしれないし，別の顧客は，変速比の違うトランスミッションを
使ってみたいと考えるかもしれない。顧客とのコミュニケーションを通し
て顧客ニーズを洗練し，いかに高い満足を得ることができるようにするか
が生産者にとっての競争優位の条件となることは間違いない。
IT的には，前者の場合は，たとえばCADが活用されるであろうし，後
者では，より体験的なシミュレーション技術がものをいうであろう。しか
しいずれの場合であっても重要なことは，それぞれのケースに合った最適
なサービスが提供されることである。
ITだけではなく，顧客のニーズを的確に理解し，生産の諸事情をコオー
ディネイトする能力が要求される。それが，財の生産と融合したサービス
の生産の価値（追加的価値）の源泉となる。そのような状況を予測すると
すれば，従来の自動車販売店，整備工場，自動車用品店，中古車展示場な
どの事業は根本的なパラダイム・シフトと機能の再編成が要求されること
になるであろう。
日曜大工・メカニック派は，サービスエンジニアとのQ&Aをもとに自
分でやろうとする部分があるであろうし，好みや希望を相談して詰めて，
リサイクルかメンテナンスか一「持続可能な発展」と生産文化ー （藤田）（849)279 
あとは任せるタイプの客もあるであろう。また内容によってはプロでなけ
れば出来ないことも， 当然にあろう。
戦略的に層別してそれぞれの方向性を鮮明に打ち出した開発・設計思想
に基づく製品であれば，プロ職人の仕事，サービス・エンジニアの仕事等
は明確化されるし，部材の取り替え容易度が上がれば， H曜大工・メカニ
ック派の領域は広がる， といった新たな状況が加速的に生じる可能性は決
して小さくはない。 それはまた次のパラダイム・シフトを呼び新たな戦略
的統合が求められることにつながる。
ここで前項＜ c〉の「適応的保全」の戦略的重要性について一般化して
おく。 ............... 
顧客の状況に応じて最適な適応的保全を提供することが要諦である。「顧
客の状況」それ自体が生産者と顧客のコミュニケーションによる協働をと
おして定まる，それが貴重である， という意味をこめてのことである。
いうまでもなく「保全」の程度については， 元どおり，あるいは元に近
いレベルまで直ればいいとする立場や，
............ 
むしろ買い替えを促進させる意図
から一時的に機能回復させるだけでよいとする方針（早く寿命が来たと思
わせて買い替えさせる）がとられる場合もある。短期の業績•利益にはそ
の方が適うかもしれないし，担当者や責任者の成績がそのように評価され
る仕組みになっている場合が多いのである。真に顧客の立場・顧客のプラ
スを考えるのではなく，短期的便宜的な生産者の論理はまだ残っている。
「サービス化」が成熟技術・成熟製品・成熟市場等，「成熟」における競
争優位の条件として重みを増していることは確かなことであるから，生産
者の論理だけで生存すること，まして持続的発展することは事実上不可能
になる。先手を打つか，後手後手にまわるかの差が加速度的に広がる性質
の，高度に戦略的な案件である。........ 
上質の，十分な協働による「適応的保全」が顧客の高い満足を得るだけ
でなく，顧客と生産者（サービス提供者）の間に，深く持続的な「信頼関
係」を築くことになることは間違いなく，その意味と重要性は決して過小
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評価されてはならない。信頼関係の積み重ねによって共有される生産文化
の高密度化と広がりは「持続可能な発展」の貴重な基盤要因となる。
8.「協働」とコオーディネイション一「財・サービス」生産の融合によ
る「保全性」と「再利用性」の概念統合，三つの ‘ability'概念の戦
略的統合 ........ 
さてここで，上述した「顧客との協働による，………財とサービスの融.... 
合した生産」の「協働」について，ひと言触れておきたい。
ある意味でもっとも製造業的である「生産財」の受注生産の場合を見れ
ば歴然としているように，物財の生産であっても，生産は顧客と生産者の
協働によって成し遂げられる。その場合の「協働」は，引き合い・設計段
階から製品の製作・使用への導入段階，維持・保全，廃棄等に及ぴ， とく
に独創性・新奇性の高い製品の場合や使用者・顧客がその技術特性になじ
んでいない場合等には必然的に協働密度が濃くなり，ときには使用状態に
入っても生産者が駐在することすらある。そのような一連の過程には，物
財の生産とサービスの生産の融合が明らかに看取される。
一般に，サービス産業における「顧客とサービス提供者の協働」がとり
あげられることが多いが「サービスの生産」や「協働」は物財の生産の場
合にも必ず存在するのである。「協働の質」は顧客の規格意思のレベルや生
産者のレベルの高さなどによって変わり，市場の成熟等の理由から「サー
ビスの生産」の比重が高まって，むしろ主となる場合が少なくない。成熟
社会では，たとい量産的製品であってもその「程度」，つまり「サービス化」
への戦略的比重の掛け方が大きな意味をもってくるのである。
「協働」を強く意義づけたバーナード (C.I. Barnard)が，顧客を「公式
組織」に含めたことを否定的に論議する傾向があった。しかし，バーナー
ドがかかわった約40年に及ぶATTにおける「生産」は主としてサービスの
生産であった。筆者のいうワーク・システムの観点からすれば，サービス
の生産の場合は財の生産の場合と異なって，変換の客体が人間である場合
リサイクルかメンテナンスかー「持続可能な発展」と生産文化ー（藤田）（851)281 
が多く，その場合はとくに，客体である人間が必然的（公式）にシステム
の構成要索として含まれ，生産性は，主体と客体との「協働」の水準によ
って決まる。バーナードの認識は実体を直視した当然のものである13)。
別稿14)で述べたように，今日的生産は，すべて財の生産とサービスの生産
の複合として認識される。その点からも協働の水準を高めることによる融
合化が期待されるのであり，「生産文化」の認識がそれらとの関係に深くか
かわるところから強調するのである。
具体レベルに戻ろう。財の生産での協働は，上述した受注生産型の場合
はもとより， もともとは在庫生産型の量産品の場合であっても，市場，テ
クノロジー，製品群などに明らかな成熟が認められる場合には，とくに「顧
客との協働による，財とサーピスの融合した生産」の観点から，生産戦略
を見直さなくてはならない。
近年，最終（ハード）製品よりも，デバイスや要索技術，ソフト技術等
で競争優位を保とうとする戦略が着実に有効性を高めている事実がある。
最終製品の競争優位だけでなく，むしろ今後の日本の物づくりの在り方に
かかわる典型的な生産戦略であるといってよい。ユニット化・モジュール
化・ソフト化の進化，要索技術や基幹部材の共通性・共有制・互換性等の
レベルの高度化といった標準化戦略・標準化生産，事実上のグローバル・
スタンダード志向の行動に成功することは，一方で多様なニーズに俊敏に
対応しつつ，他方で高い生産性を創出しつづけなければならない日本企業
にとって，市場適合型戦略的統合生産の重要性という点で，ほぽ決定的な
13)筆者は1960年2月にATTペンシルペニアの事業所を訪問した。交換業務や番号
問い合わせ応対業務などの現業も視察したが，とくに番号問い合わせ作業の応対
を観察・質問して，同じ作業者であっても，問い合わせ客との「協働」の水準に
よって応対時間が大きく異なることや作業者の精神衛生に影響を及ぽしている
有様（顧客の満足度に対しても考えられる）を目の当たりにして，バーナードの認
識の一端を垣間見た思いであった。
14)拙稿「生産管理と生産の意味について一財の生産とサーピスの生産ー」『関西大学
商学論集』第42巻第 3号， 1997年。
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意味を持つことになるであろう。
その点で自動車産業の場合，新車と中古車整備・補修用部材という従来
の区分に，上記の積極的「適応的保全」機能を加えて戦略を再構築するこ
とは，免許取得人口が減りパイの奪い合いによる収益圧迫シナリオを歩む
より，機構品や部材等のグローバル市場性増大シナリオの優位性を下支え
することにつながる意味でも有利である。
明確な層別ポリシー，標準化や互換性の水準，部材のロジスティック・
ポリシー，などの生産者側の論理と，顧客側の欲求．願望水準や価値観に
基づく論理，たとえば，職人芸的すぐれものだから持ち続け使い続けたい，
自分自身で手を加えた／好みを込めた品物であるから使い続けたい，など
との接点を求め続け融合を図ることは当然として，さらにパソコン等「学
習機能」を持つ機器の普及によって，相当の顧客が，機器との，またその..... 
サポート態勢との協働によって「自分だけのもの」に育て上げる，あるい
は学習的・自己増殖的に育つ機器の使用を経験している事実を踏まえた，
新しいタイプのく融合〉が意味を持つのである。
9.耐久性の観点
ここで「耐久性 durability」の概念を加え「再利用性」と「保全性」の
概念統合を図ろう。耐久性もまた両者と重なる部分を持ちながら密接に関
連する概念である。
従来，高額耐久品であるほど「耐用年数」の設定が開発・設計ポリシー
の重要項目であった。「あらゆる部品・部材が一斉に寿命がくるのが理想で
ある」とする考え方もあった。これまで述べてきた文脈から導かれるよう
に，耐久性について明確に層別して取り組むことは戦略的に重要である。
たとえば，一方では部材の種類や機能の整理集約を図りながら，他方では
同一機能の部品について，耐久性を明確に層別した複数のクラスの部品を
用意する，といった発想にシフトして考えてみると，単純には，
リサイクルかメンテナンスか一「持続可能な発展」と生産文化ー（藤田）（853)283 
a.耐久性を低く設定したもの一取り替え（部分／逐次全体）推奨戦略
訴求性：初期価格の安さ。「取り替え育てる層」への追加的価値。日曜
大工・メカニック派。気分転換派。買い替え容易性。
リサイクル性：分解・索材還元型。分解物・索材の処理・循環連鎖型
再利用システムの確立が条件。分解・再利用技術はフレキシプル
多量型ーフレキシプル量産型生産技術との相促性（製品・プロセ
ス開発等への俊敏なフィードバック）。
製品・プロセスの R&D:フィードバック回転の早い積み重ね的常時
進化型。アイディア・経験凝縮型知的所有。
b.耐久性を高く設定したもの一「メンテナンス・フリー」戦略
訴求性：長持ち層への（育つ製品等）追加的価値。職人気質的・芸術
的価値誘因（愛着，所有価値，希少価値等）。
リサイクル性：再利用コストの低さ。表層的・部分的な処理での再利
用。
製品・プロセスの R&D:多面的に徹底吟味しての飛躍型。高度・持続
型知的所有。
c.耐久性の低い部分と高い部分を併せ持つもの一両面性・両立性を積
極的にアイデンティティとして明示し訴求する戦略
訴求性：トータルな効用（持続／発展的価値）一低耐久部分の取り替
え育成／高耐久部分の自己成長。日曜大エ・メカニック派。気分
転換派。低修理コストによる保全性。高耐久部分の上記bの訴求
性。
リサイクル性：両者の現物的分離処理と情報的統合処理が容易に行わ
れる循環連鎖型再利用システム。
製品・プロセスの R&D:両者それぞれの特質に加えて，両者の戦略的
総合情報化とフィードバックによる進化。
の三層に分けられる。それらの中でとくに <C〉タイプの戦略を，実態に
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即していかに立て実行するか，ということが重要であり，鮮明な戦略であ
れば，保全性と再利用性のトレードオフ問題は事実上解消される。修理に
より積極的に取り替えることを期待する部分と，最後まで壊れない部分，
の両者が一つの製品の中に鮮明に共存することを，顧客・使用者と同時に，
生産者側の組織内にも（流通段階を含め），部門横断的に一貫した理解と組
織的対応が行われるような情報的ネットワークが存在し，顧客と生産者に
共有された生産文化を創出することが鍵である。「所有」の如何にかかわら
ない，再利用性と保全性の概念統合が具体化の目標となる。
10.おわりに
念のためということで，「リサイクル性」概念が拡張された場合のことを
考えておこう。拡大解釈すると，「リサイクル」は大きく分けて「使用済み
（廃棄）品のリサイクル」と「使用中のリサイクル＝メンテナンス」，のよ
うに分けてとらえることが可能である。意識的に「メンテナンス」は「リ
サイクル」の一部，と読み替えるのである。
このように発想することが時と場合により，方針の設定やそれにともな
う組織再編等に有用であるかもしれない。要は，その意味について，組織
を通じて一致した認識が共有されていることと，顧客（市場）との情報共
有関係がフォローされていることである。
再利用性と保全性，両者のトレードオフ問題には，「所有」と「廃棄」の
概念が絡むので，形式上は複雑になりがちである。しかし保全修理した部
分の廃棄について考えれば自明であるように，両者の違いは所有の全体放
棄か，部分放棄かだけのことであるともいえる。選択の判断は，生産者側
の直接間接の情報や所有・使用者と生産者の間のコミュニケーションによ
るところが大きい。高次の生産文化を踏まえたものであることが望まれる。
たとえば，修理費用が大きければ買い替えを検討する，という行動はよ
くある。しかし生産者側として，買い替えを考えている使用者と，修理費
用を確かめてから検討しようとしている使用者への対応について，果たし
リサイクルかメンテナンスか一「持続可能な発展」と生産文化ー（藤田）（855)285 
て整合性ある首尾一貫した取り扱いがなされているかどうかということに
なると甚だ疑問である。対応手順の枝分かれ点で明確な方針によって整理
された組織ルールに則って対応している，といった様子はあまり見られな
い。それらの対応の如何と情報の総合は戦略上極めて重要な判断材料とな
るのにである。
時折，（買い替えより）修理や部材取り替えを勧められてその結果が予想
以上に質が高く，高い満足と信頼関係が生まれ，その顧客は以後，常連と
なり広がりをもたらす，という類の逸話がある。それが，対応した人の巡
り合わせが良かった，というレベルではなく，組織的なものであるとすれ
ば立派であり，持続的発展が約束される組織として評価されよう。
整合性の高い一貫した理解が内的組織に横断的に共有され，さらに顧
客・使用者との共有によって上位の生産文化に昇華されると，実体的にも
概念的にも再利用性と保全性は融合し，所有を超え，戦略的に概念統合さ
れた高次の持続可能性が導かれることになる。
それらの状況を導く一連の行動すなわち「管理的エンジニアリング」の
役割を端的に示すのが「コオーディネイション」機能である。コオーディ
ネイションは，「調整」という日本語訳がもどかしいほど，ときに積極的な
意味を持つ。 IE等の管理的エンジニアリングは基本的特質として「ある目
的の達成に関係するものすべてをまとめあげ，方向づけする」コオーディ
ネイション機能を担っている。今日的コオーディネイションは，当然に，
戦略性をともなう「戦略的コオーディネイション」を意味している15)0 
戦略的コオーディネイションの働きは広く経営の諸活動に及び，また諸
機能にかかわるが，日常レベルの再利用ー保全問題に立ち戻って考えると，
実際的には，顧客にとっても，生産者側にとっても，「再利用ー保全問題」
に対する戦略的有効性に裏打ちされた「診断システム」の確立が鍵となる。
製品への「自己診断機能」や「平明な徴候判断・対応と初動手続きの説明」
の組み込み，あるいは生産者側の診断的相談ノウハウ・同IT技術を含んだ
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診断システムの充実，より積極的には，製品が使用者側にある状態そのま
まを前提とした診断システムの確立とそのフォローがこの問題の解決に有
効である。
本稿の文脈の中で，事例に関連して強調したかったことは， リサイクル
問題が注目され発展すること自体は望ましいことであるとして， しかし，
再利用と保全・修理とのトレードオフ関係が戦略的になおざりにされてい
ることや，またリサイクル重視の対策の進展それ自体が将来，重要なパー
トナーであるリサイクル（専業）ピジネスとトレードオフ関係に入る可能
性を持つこと，さらに今の時代であれば良識ある展開が期待されるものの，
なお官主導の在り方如何によっては，かつて「車検制度」や整備事業が一
人歩きして余分なコストを発生させてきたように，社会経済システムの柔
軟な発展を阻害しかねない懸念があること，などの諸課題に対して，良い
く生産文化〉の広がり，およびそのことと相促的に作用し合う高次の戦略
的対応が必須のものとなる，ということであった。
「メンテナンス」をコアとして経営戦略レベルまで煮詰めることは，必
然的にく内的文化〉の洗練と高度化を導き，それはまたく外的文化〉との
きめ細かい交流作用を呼ぴ，信頼関係に根ざした長期的有効性の高いく生
産文化〉の形成をもたらす。「戦略的コオーディネイション」の働きが期待
15)筆者は，この点についていろいろな機会に述べてきた。たとえば次の稿を参照さ
れたい。
Charles B. Going.Principles of Industrial Engineering (New York:McGraw 
-Hill, 1911), pp.2-7．に触れた，
拙稿「H.EmersonとC.B. Goingー エマソンの「豊臣秀吉論」的日本経営観，
およびゴーイングの「コオーディネイション」を中心に一」『関西大学商学論集』
第38巻第3-4号合併号， 1993年， 368-372ページ，
拙稿「戦略的コオーディネイションと IE」拙監修『戦略的統合生産システム'’
SIGMA’'』日刊工業新聞社， 1993年， 27-41ページ，および
拙稿「ゴーイングのPrinciplesof Industrial Engineering」， 日本経営工学会
『経営システム』 Vol.4,No.4, 1995年， 191-194ペー ジ。
リサイクルかメンテナンスか一「持続可能な発展」と生産文化ー（藤田）（857)287 
されるところである。
そのためにも，長期的視点に立った三つの ‘ability'の意識的関係づけが
必要で，まず ‘recyclability'と‘maintainability'の有機的整合・概念統合
と，それを踏まえた ‘sustainability'の追求による戦略的概念統合，高次の
「持続可能な発展」を導く戦略優位のシナリオ策定とその実行，と進むこ
とへの期待がある。本稿で取り上げた事例を吟味し「保全性」を再考して
みることが「戦略的コア」の識別確認につながるであろう。
そのような状態を，連鎖的に循環させながら進化させる，いわばバック
ポーンとして支えてゆく「く生産文化〉の作用」への認識の高まりが，経営
戦略的にも国民経済的にも，「持続可能な発展」を約束するものとなるであ
ろう。
